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令和６年度 岸和田市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

資金不足比率 

上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和７年７月22日から令和７年８月12日まで 

 

第３ 審査の方法 

岸和田市監査基準に準拠して、令和７年度地方公共団体財政健全化法に係る財政指

標審査実施計画に定めた審査の着眼点に基づき、形式審査及び実質審査を行った。 

  １ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率及び資金不足

比率（以下「健全化判断比率等」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類が関係法令に準拠して作成されているか、また、これらの書類の計数は

関係諸帳簿、証書類と一致しているかを照査した。 

  ２ 健全化判断比率等について、関係職員から数値の算出根拠、判断基準等について

内容を聴取した。 

  ３ 指標の算定に誤りがないか計算突合し、前年度比率、早期健全化基準、財政再生

基準等との比較検討等を行った。 

   

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率等については、適正に算定され、その算定の基礎と

なる事項を記載した書類についても、適正に作成されているものと認められた。 

なお、健全化判断比率等の数値は、次のとおりである。 
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１ 健全化判断比率の状況 

                                  （単位：％） 

健全化判断比率 ６年度 ５年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
－  

（△1.71） 

－  

（△2.94） 
11.32 20.00 

連結実質赤字比率 
－  

（△11.42） 

－  

（△15.80） 
16.32 30.00 

実質公債費比率 3.8  4.8  25.0  35.0  

将 来 負 担 比 率 
－  

（△26.1） 

－  

（△27.8） 
350.0   

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率については、実質赤字額、連
結実質赤字額及び実質的な将来負担額がないため「－」と表示し、黒字の程度を示
すため、括弧内に負数を表示している。 

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準は、地方公共団体の財政規
模に応じて設定されるもので令和６年度の基準である。 

 

(1) 実質赤字比率 

当年度は、実質赤字額が生じていない。 

 (2) 連結実質赤字比率 

   当年度は、連結実質赤字額が生じていない。 

 (3) 実質公債費比率 

   当年度の実質公債費比率は 3.8％で、前年度と比較して 1.0 ポイント改善している。

なお、早期健全化基準 25.0％に対しては、21.2 ポイント下回っている。 

 (4) 将来負担比率 

当年度は、充当可能財源等が将来負担額を上回っており，将来負担すべき実質的な

負債の額が生じていない。 



 

 - 7 - 
 

２ 資金不足比率の状況 

                                  （単位：％） 

資金不足比率 ６年度 ５年度 経営健全化基準 

上水道事業会計 

資 金 不 足 比 率 

－  

（△78.8） 

－  

（△83.3） 

20.0  
下水道事業会計 

資 金 不 足 比 率 
－  －  

病 院 事 業 会 計 

資 金 不 足 比 率 

－  

（△10.8） 

－  

（△21.6） 

※ 資金不足額がない場合は「－」と表示し、資金剰余額がある場合はその程度を
示すため括弧内に負数を表示している。 

 

(1) 上水道事業会計資金不足比率 

   当年度は、資金不足額は生じていない。 

 (2) 下水道事業会計資金不足比率 

   当年度は、資金不足額は生じていない。 

 (3) 病院事業会計資金不足比率 

   当年度は、資金不足額は生じていない。  

 


